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経済財政運営と改革の基本方針2026（令和８年７月21日 閣議決定）
                                           （主な医療関係箇所抜粋）⑫

（１）

（２）成長型経済に合わせた持続可能な社会保障制度

（医療・介護等）

医療・介護・障害福祉等の分野の技術の発展と普及を支援し、ＤＸ／ＡＸ、多職種連携を含むチーム医療等による生産性の向
上と職員配置の柔軟化に向けた一層の取組を図るとともに、経営情報の見える化を進め、経営実態を把握した上で、物価と賃金
の変動に適切に対応し、経営の安定、処遇改善を図りつつ、社会保障制度改革を着実に実行する120。

その際、経済・物価の動向が2026年度診療報酬改定時の見通しから大きく変動し、医療機関等の経営状況に支障が生じた場合
には、令和９年度予算編成過程で診療報酬上の加減算を含む更なる必要な調整を行う。（略）あわせて、医療・介護・保育・福
祉等分野の必要なエッセンシャルワーカーの確保を含めたサービス提供体制の全国的維持を図るための制度改革に速やかに着手
する。

2040年に向けて、病床数の適正化を着実に実施した上で、2027年度以降の地域医療構想を踏まえた医療機関の連携・再編・
集約化121を促進するとともに、地域包括ケアシステムの深化を図り、地域の実情に応じた質の高い効率的な医療・介護サービス
提供体制を構築する。妊娠・出産の経済的負担軽減と安心・安全な小児・周産期医療提供体制の両立、救急医療体制の確保、ド
クターヘリの安全で持続可能な運航の確保、看取りなど人生の最終段階における患者中心の適切な医療・ケア、精神医療に関す
る地域医療構想を踏まえた取組、訪問看護の適切な実施、中山間・人口減少地域での柔軟な介護・障害福祉サービスの提供を推
進する。かかりつけ医機能の発揮や医師の地域・診療科偏在の更なる是正策、大学病院等からの医師派遣の推進を含めた総合的
な医師偏在対策、地域の実情を考慮した2028年度以降の医学部定員の削減に取り組む。歯科専門職の偏在対策等122の歯科医療提
供体制の構築を図る。医療人材の実効的な養成・確保の方策について検討する123とともに、看護職員の質の向上124や潜在人材の
活用を含む偏在対策等を推進する。（略）

120 具体的には、社会保障関係費については、給付と負担の改革努力を継続しつつ、高齢化による増加分に相当する伸びに経済・物価動向等を踏まえた対応に
相当する増加分を加算する。
121 有床診療所も含めて医療機関の役割分担の明確化を図ることを含む。
122 医歯薬連携等の推進、障害者等への歯科保健医療の充実、歯科技工所の質の向上・連携強化、歯科衛生士・歯科技工士の就労・離職対策を含む。
123 その際、医療人材の専門性の維持・向上につながる育成の在り方についても検討する。
124 特定行為研修の推進を含む。

第３章 責任ある積極財政に基づく「中長期経済財政計画」
２．全世代型社会保障の構築
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（１）現状と課題
（略）
（略）人口減少と大都市圏への流出により、地方では医療・介護・福祉、産業、インフラの維持に不可欠な人材が不足するこ
とが懸念され、地域ごとの人材需給ギャップの状況等も踏まえ、地域を支える必要な人材を確保していくことが必要である。
（略）

（２）対応の方向性
（略）
③講ずるべき施策パッケージ
ⅰ）AX時代の産業基盤を支える人材育成に向けた高校教育と高等教育の一体改革
（略）
（高校教育改革と連動した高等教育改革）
（略）
（略）地域の産官学金の関係者が連携して取り組む、医療・介護・福祉、産業、インフラ等の人材需要を踏まえた高等教育に
おける人材育成やアクセス確保策を支援する。
（略）
（新たな技術・知識・技能への対応や、地域基盤を支える実践的職業人材の育成）
（略）
（略）地域の医療・介護・福祉、産業、インフラの維持に不可欠な質の高い人材の安定的な養成体制等の確保（略）に取り組
む。

Ⅲ．８つの分野横断的な課題の解決
４．人材育成

日本成長戦略（令和８年７月21日 閣議決定）
（主な医療関係箇所抜粋） ⑩
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